
（財）大阪府人権協会補助金
【対応方針】
◆　人権協会を活用するメリットが明確な事業に絞り込んだうえで、

協会補助を抜本的に見直す

・運営補助を廃止し、必要な事業のみに補助する。

・必要な事業についても、事業の効率性について徹底した精査を実施。
・社会環境が変化する中で役割を終えた事業は廃止。
【具体的見直し内容】
◇　人権相談・支援に関わる事業は、市町村との役割分担等を踏まえ、
より専門的・補完的事業に重点化
・市町村等と重複する法律相談事業を廃止。

・相談事案を収集・分析し、ＨＰを活用するなど低コストによる情報提供を実施。

・市町村の相談機能を補完しつつ、２８６の相談機関ネットワークを活用した、専門性の高い相談事業を実施。　　
◇　人権意識の高揚を図るための人材育成、啓発に関わる事業は、
協会が有する専門性等が発揮される事業に特化

・協会通信、ニュース等の冊子、新聞広告等での啓発は廃止。

・憲法・人権週間記念行事、街頭啓発等は協会への委託を廃止し、府が直接実施。
・協会が蓄積したノウハウやネットワークを活かして、専門人材の養成や実践的な啓発教材の作成を行うとともに、協働によるコミュニティづくりを促進するためのモデル支援事業を公募により実施。　　
◇　地域交流啓発支援事業は廃止

・地域交流啓発支援事業については、６年が経過し、同和問題の解決に向けた地域交流の促進に一定の役割を果たしたことから廃止する。

◇　運営補助（人件費補助）を廃止し、協会の自立化を促す
・平成20年度末をもって府派遣職員3名を引き上げ、平成21年度からプロパー職員を11名から9名とする。

・プロパー職員の人件費補助（３名分（※））は、同協会の自立を促し、平成22年度末までに廃止する。



５月３０日政策企画部人権室





H２０年度通年見込


＜府＞ １６１，９０９千円





H２０年度所要額


＜府＞　１０３，９０５千円


◆見直し効果額（削減率）


　５８，００４千円（３６％）





H２１年度見込額　（調整中）


＜府＞　　６７，４３８千円


◆見直し効果額（削減率）


９４，４７１千円（５８％）





＜市町村＞　　３３，８０９千円


◆見直し効果額（削減率）


４８，４９６千円（５９％）





＜市町村＞　３６，８３６千円


◆見直し効果額（削減率）


　４５，４６９千円（５５％）





＜市町村＞　８２，３０５千円





【参考】





Ｈ１９年度　計15名（うち府派遣３）


○理事長（非常勤）1名


○専務理事1名


○総務局２名（うち府派遣１）


○事業局11名（うち府派遣２）








Ｈ２０年度　計14名（うち府派遣３）


○理事長（非常勤）1名


○専務理事1名


○総務局２名（うち府派遣１）


○事業局１０名（うち府派遣２）











Ｈ２１年度見込　計9名


○理事長（非常勤）1名


○専務理事1名


○総務局１名


○事業局６名








体制





予算





（※）








知事と部局長との議論資料








